公営地下鉄の効率性と規模の経済性
中山 徳良（名古屋市立大学）
１．はじめに
わが国の地下鉄事業についての計量的な研究が，近年研究が行われるようになってきている．これは東京メトロを除き，すべてが地方公営企業であることが考えられる．地方公営企業においては，補助金の問題や経営の効率性の問題について分析が行われている．地下鉄事業においても，このような問題が存在しており，分析がなされているのである．
大別すればわが国の地下鉄を扱った計量的な研究は2つに分けることができるであろう．1つは，費用関数を推定することにより，規模の経済性や生産性を計測するような研究である．このような研究に田邉(2003)，中山・田中(2009)，田中(2010)がある．田邉(2003)では可変費用関数を推定することにより，資本が過剰に用いられていることを示している．中山・田中(2009)では長期費用関数を推定し，その結果を用いて生産性を計測して，補助金が生産性にマイナスの影響を与えていることを示している．また，規模の経済性を計測し，費用関数の近似点では規模の経済性がないことを示している．田中(2010)では可変費用関数を推定し，生産性と規模の経済性を計測している．規模の経済性について存在していないとしている
．
　もう1つは，効率性を計測する研究である．このような研究には宮嶋他(1983)，金坂他(2007)がある．宮嶋他(1983)ではDEAにより技術効率性を計測している．金坂他(2007)はMalmquist生産性指数をDEAにより計測し，技術効率性変化と技術変化に分解している．そしてMalmquist生産性指数の要因分析を行っている．この研究では補助金の変化率は生産性の変化率へ影響を与えていないことが示されている．
　以上の研究を見ると，いくつか残された課題がある．1つは確率的フロンティア法による分析がされていないことである．もう1つは配分非効率性についての計測が行われていないことである．そこで本稿では，後者の問題について扱うことにしたい．本稿では，わが国の公営地下鉄事業についてのAtkinson and Cornwell(1994)による一般化費用関数を計測することによって，配分非効率性と技術非効率性の計測を行うことを目的とする．合わせて，規模の経済性についても計測を行うことにする．
２．分析方法
本稿では，Atkinson and Cornwell(1994)による一般化費用関数を用いて配分非効率性，技術非効率性，規模の経済性を計測する．以下に示すように一般化費用関数はシャドー価格で費用を最小化しているとするものである．

ここでは地下鉄事業者は可変的生産要素として労働および労働と資本以外の投入財（以下ではその他投入財とする．），固定的生産要素として資本を投入し，1つの産出物を生産すると仮定する．第
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事業者の第
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生産要素のシャドー価格（
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w

）を次のように定義し，そのもとで費用最小化が行われているものと想定する．
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は第
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生産要素の観察された価格（
[image: image8.wmf]ih

w

）とシャドー価格との乖離を示すパラメーターである．ここではすべての事業者で同一であると仮定する．このときシャドー可変費用関数は
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(2)

となる．(2)式において，
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y

と
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はそれぞれ第
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事業者の産出量と資本量を示している．また，
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は第
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事業者の投入指向で計測される技術効率性を表している．
シェファードの補題を用いれば，第
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事業者の第
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生産要素の需要量は，
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(3)

となる．また，シャドーコストシェアは次式のように表される．
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(4)
この(4)式を用いると観察された可変費用は，
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(5)
となり，両辺の対数をとることにより，
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(6)

と表すことができる．観察されたコストシェアは(6)式と(7)式を用いて
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となる．(6)式と(7)式が推定に用いられる式となる．
　シャドー価格と観察された価格が一致するところで観察された可変費用関数を評価することによって，費用を最小化した場合の費用額（
[image: image25.wmf]min

C

）を求めることができる．(5)式と(7)式においてすべての
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q

を1とすると観察された可変費用関数とシャドー費用関数，および観察されたコストシェアとシャドーコストシェアは一致する．少なくとも
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q

の1つでも1に等しくならなければ，配分非効率性が発生している．これを
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(8)

で表す．ハットは推定値を表している．本稿では配分非効率性として(8)式の値を計測することになる．

一方，技術非効率性の計測のためには，企業別ダミー変数を推定式に加えて推定を行う．そして，推定された企業別ダミーの係数の値を用いて
[image: image29.wmf]h

f

1

の値を計測する．ただし，この方法によると，最も効率的な企業の技術非効率性は必ず1となる．
本稿では，ネットワーク変数と時間を含めたシャドー可変費用関数を考えることにする．この費用関数を以下のようなトランスログ型に特定化する．
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(9)

ここで
[image: image31.wmf]N

はネットワーク変数，
[image: image32.wmf]T

は時間を表している．(9)式において，可変費用関数が満たすべき生産要素価格に関する１次同次性について，以下のようなパラメーターの制約が成立しなければならないが，推定に当たっては，この制約をあらかじめ課しておく．
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また，規模の経済性の計測のためには次の式を計算する．
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(10)

(10)式を計算することにより，
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であれば規模の経済が存在し，
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であれば規模の不経済が存在することを示している．本来であれば，(10)式の分子の計算に当たっては最適な資本量を代入する必要があるが，本稿では現実の資本量を代入して求めている
．
３．データ
本稿で用いたデータは，1996年度から2008年度までの公営地下鉄である．東京都，札幌市，仙台市，横浜市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸市，福岡市の9つの自治体が地下鉄を運営しているので，9事業者の13年間の117個の大きさのサンプルである．
ここでは公営地下鉄のネットワーク変数を含んだ可変費用関数を推定する．可変的生産要素を労働とその他投入財，固定的生産要素として資本を考えるので，推定に必要なデータは，可変費用，労働価格，その他投入財価格，資本，ネットワーク，産出である．
可変費用は労働費用とその他投入財を合わせたものである．労働費用は職員給与費を用いている．その他投入財費用は，費用合計から職員給与費，支払利息，減価償却費の3つを引いたものとしている．これらの数値は総務省自治財政局編『地方公営企業年鑑』の各年版から得ている．
労働価格は職員給与費を職員数で割ることにより求めている．職員数は総務省自治財政局編『地方公営企業年鑑』の各年版から得ている．その他投入財の価格は，さまざまなものが混ざっているので，ここでは企業物価指数（日本銀行）を代理変数として用いている．
資本は有形固定資産のうちの償却資産を用いることにし，次のような方法で推計している．まず事業者ごとに償却資産の年々の増加額を計算し，これを純投資とする．この純投資に減価償却費を加えて，粗投資とする．この粗投資を資本財価格デフレーターで割り，実質粗投資を計算する．減価償却率は，減価償却費を前年度の償却資産額で除して求める．そして，1995年度の実質償却資産を初期値として，次の式によって推計する．
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ここで，
[image: image39.wmf]K

は償却資産，
[image: image40.wmf]I

は実質粗投資，
[image: image41.wmf]d

は減価償却率，添え字の
[image: image42.wmf]t

は年度を表している．なお，資本財デフレーターは日本銀行のホームページより入手した．
産出には，織田・大坪(2000)のような鉄道の生産性を計測した先行研究にならって，延人キロを用いている．産出は総務省自治財政局編『地方公営企業年鑑』の各年版から得ている．
ネットワーク変数としては営業路線距離を運転系統数で割ったもの（以下では平均路線長とする．）を用いている．これらも総務省自治財政局編『地方公営企業年鑑』の各年版から得ている．
時間の変数には，当該年度－1995の値を用いている．

４．推定結果
実際の推定は(6)式と(7)式を(9)式を用いて特定化し，ITSURにより推定している
．労働シェアとその他投入財シェアを加えると1になるため，ここでは労働シェアを用いて推定を行っている．また，一般化費用関数の枠組みでは，絶対的効率性を推定することはできないため，適当な基準化を行って，相対的効率性を推定する．本稿では，その他投入財の観察された価格とシャドー価格との乖離パラメーター
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を1とおくことにより基準化を行っている．
可変費用関数の推定結果は付表に示してある．1次項のパラメーターはほとんどが有意であったが，平均路線長に関する係数については有意でないものが多い．乖離パラメーターは有意であり，かつ正で1よりも大きい．この値が1よりも大きいということは，その他投入要素と比較して労働を過少に投入していることを示している．
推定に当たってあらかじめ課した生産要素価格に関する１次同次性以外の可変費用関数として満たすべき条件は，可変費用関数が産出物の単調非減少関数であること，生産要素価格の単調非減少関数であること，固定的生産要素の非増加関数であること，および可変費用関数が生産要素価格に関して凹関数であることである．産出物と生産要素価格の1次の項のパラメーターが有意で正であるので，可変費用関数が産出物の単調非減少関数であることと可変費用関数が生産要素価格の単調非減少関数であることは，データの平均，つまり可変費用関数の近似点で満たされていることがわかる．可変費用関数が資本について非増加関数であることは，資本の1次項のパラメーターが正であるように，満たされていない．Filippini(1996)によれば，この原因の1つとして資本ストックの過剰使用から生じていることを示唆している．先行研究でも田邉(2003)の一部の推定結果，田中(2010)の推定結果においても，この条件は満たされていない．可変費用関数が生産要素価格に関して凹関数であるためには，次のヘッセ行列が半負値定符号になればよい．
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この条件を確かめたところ，少なくともデータの平均では満たされていることがわかった．
　
５．配分非効率性と規模の経済性
表1は(8)式により計算された配分非効率性の値を示している．この表からわかるように平均ではわずか0.05％の配分非効率性しか発生していないことが示された．また，配分非効率性の事業者別の平均値を計算したところ，ほとんどの事業者で平均と同程度の数値となっていることがわかった．このような結果になったのは，近年の職員数の削減の効果を反映しているのかもしれない．
表１．配分非効率性の計測結果
	
	配分非効率性（％）
	
	配分非効率性（％）

	東京都
	0.044
	京都市
	0.047

	札幌市
	0.047
	大阪市
	0.043

	仙台市
	0.048
	神戸市
	0.045

	横浜市
	0.046
	福岡市
	0.047

	名古屋市
	0.045
	平均
	0.046


　表2には費用関数の事業者ダミーにより計算された技術非効率性の計測値が示されている．この表に示されているように平均では1.8程度の技術非効率性が発生している．配分非効率性と比較すると大きな値を示している．特に札幌市，仙台市，京都市，福岡市で技術非効率性の値が大きくなっていることがわかる．
表２．技術非効率性の計測結果
	
	技術非効率性
	
	技術非効率性

	東京都
	1.001
	京都市
	3.945

	札幌市
	1.739
	大阪市
	1.000

	仙台市
	1.914
	神戸市
	1.229

	横浜市
	1.231
	福岡市
	2.740

	名古屋市
	1.370
	平均
	1.797


　表3には(10)式により計測された規模の経済性の結果が示されている．可変費用関数の近似点であるデータの平均では有意であり，負である．したがって，規模の不経済が存在していることを示している．これは非効率性を考慮していない費用関数を推定した中山・田中(2009)や田中(2010)において規模に関して収穫一定の結果を示したものとは異なっている．表3には事業者ごとの13年間の平均を用いて規模の経済性を計測した結果も示している．横浜市は10％有意水準であるが，他の事業者の1％有意水準で有意である．それらの値は負であり，規模の不経済があることを示している．
表３．規模の経済性の計測結果
	事業者
	規模の経済性
	事業者
	規模の経済性

	東京都
	-0.452***
(0.084)
	京都市
	-0.804***
(0.166)

	札幌市
	-0.484***
(0.090)
	大阪市
	-0.406***
(0.122)

	仙台市
	-0.876***
(0.209)
	神戸市
	-0.411***
(0.087)

	横浜市
	-0.230*
(0.136)
	福岡市
	-0.547***
(0.128)

	名古屋市
	-0.462***
(0.092)
	平均
	-0.462***
(0.094)


注： ***は有意水準1％，*は有意水準10％で有意であることを示している．括弧の中は標準誤差を示している．
６．結論
　本稿では，公営地下鉄について1996年度から2008年度までのデータを用いて一般化費用関数を推定した．そして，配分非効率性，技術非効率性，規模の経済性の計測を行った．一般化費用関数の乖離パラメーターは有意であり，1よりも大きく，その他投入財と比較して労働が過少に使用されていることが示された．しかし，その程度はわずかである．また，一般化費用関数の推定の結果により計測された配分非効率性は0.05％程度であり，技術非効率性は1.8程度であった．さらに，データの平均において規模の不経済があることが示された．
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付表．費用関数の推定結果
	
	係数
	標準誤差

	労働価格
	0.676***
	0.113 

	乖離パラメーター
	1.055***
	0.402 

	労働価格×労働価格
	-0.080
	0.128 

	産出
	1.071***
	0.184 

	産出×産出
	-0.045
	0.112 

	産出×労働価格
	0.175***
	0.030 

	資本
	0.301***
	0.076 

	資本×資本
	-0.231**
	0.114 

	資本×労働価格
	-0.143***
	0.034 

	資本×産出
	0.332***
	0.100 

	平均路線長
	0.229
	0.142 

	平均路線長×平均路線長
	-0.336
	0.288 

	平均路線長×労働価格
	0.025
	0.025 

	平均路線長×産出
	-0.146
	0.169 

	平均路線長×資本
	-0.217*
	0.119 

	時間
	-0.002
	0.006 

	時間×時間
	-0.003***
	0.001 

	時間×労働価格
	-0.008**
	0.003 

	時間×産出
	0.013**
	0.007 

	時間×資本
	-0.027***
	0.008 

	時間×平均路線長
	-0.029***
	0.007 


注：***は有意水準1％，**は有意水準5％，*は有意水準10％で有意であることを示している．定数項には事業者ダミーを用いている．事業者ダミーはすべて有意であった．
� 中山・田中(2009)も田中(2010)も，この結果は費用関数の近似点において評価した場合のことである．


� 後に示されるように今回の推定結果では，資本の係数が理論的に要請されるものとは反対の符号となっている．これは事業者が長期において最適化行動をとっていないことを示しており，最適資本ストックを求めることができない．そのため，現実の資本水準を用いている．


� 推定はTSP Version 5.1により行っている．
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